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1．コロナ禍の大学病院での診療におけるDX
コロナ禍における医療現場は，戦争を経験していないほ

とんどの現役医療人にとって初めての医療体制の激変で
あった。2020 年 4 月 7 日に筆者の働く兵庫県を含む 7 都
道府県に一回目の緊急事態宣言が発出され，まずは医療提
供体制の再構築が問題となった。医療機関ごとの役割分担
から，当大学病院は当初 COVID-19 患者診療以外の高度
先進医療の維持を期待されていたが，患者の急増により
COVID-19 診療と一般診療の併行運用を余儀なくされた。
そのため，予定検査入院などの「不要不急な」医療は延期
せ ざ る を 得 ず（ 本 来 不 要 な 医 療 は 存 在 し な い が ），
COVID-19 患者対応用に病床の確保，医療人材の確保を
行う必要があったため，総入院患者数は一時減少すること
になった。しかしながら，コロナウイルス感染の可能性が
否定できない患者と相対するときは，自らへの感染と入院
患者への感染によるクラスター発生を防ぐために，すべての
医療者が full PPE（full personal protective equipment：
完全な個人防護具）を装着した上で，患者を陰圧室などで
隔離した状態で診療しなければならなかった。救急来院す
る患者はすべて at risk になるため，これまでと比較し通
常業務であっても膨大な時間がかかり，また精神的な緊張
を伴った。また院内クラスター発生を防ぐために無症候性
であっても感染が証明された場合は職場を一定期間離脱す
るように定められていたため，感染の最盛期に最も医療人
が不足する事態となり，社会的にも問題視された。これら
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諸問題を解決するために専用病床の建設や，自宅療養期間
の見直しなどの施策が試みられたが，いずれも遅きに失し
た感があり，結局は現場の工夫でなんとか乗り切ったと総
括されるのではないかと推察される。

パンデミック前から医療現場では診療記録，検査結果を
はじめとする部門システムなどほとんどのデータがデジタ
ル化されており，紙媒体がほとんどない状況であったが，
個人情報保護と情報セキュリティの観点から，すべての
ネットワークは院内で閉じており，外部への発信は，医療
機関同士の情報共有でさえも高度に制限されていた。不思
議なことに患者の情報は医療者が文書を作成しプリントア
ウトしたものを，別の医療機関に患者が持参して先方でス
キャンをするか，Fax で送信することが 21 世紀になって
も我が国では通例であった。これまでもオンラインを活用
した医療情報提供に関しては推進されてきた歴史がある
が，対面診療を原則とするという医師法 第 20 条との齟齬
があるとのことから，オンライン診療の規制緩和が遅れて
いた。しかしながら患者が stay home を推奨されている
状況では，通院医療の提供に変わる手段を確保する必要が
生じたため，「時限措置」の名の下に 2020 年 4 月 10 日
の厚生労働省医政局からの事務連絡で，電話による診察・
Fax による処方箋発行が認められ，以後も徐々に解禁され
ていった。令和 3 年度の総務省による情報通信白書によ
ると，電話・オンライン診療に対応する医療機関数は全体
で 15％，うち初診から対応するのは 6％とされており，
もともとの全体で 9％だった状況から比べると増加したも
のの，前述の要件緩和から 3 ヶ月以降の増加はみられず
頭打ちになっている。年齢階層別の受診者数の調査では
40 歳以下が全体の約 4 分の 3 を占める結果となってお
り，年代が高くなればなるほど，対面での診療を希望して
いるものと推察された 1)。北米をはじめとした諸外国と異
なり，地理的にも経済的にも医療へのアクセスが抜群な我
が国では，パンデミックのような非常事態以外ではオンラ
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イン診療が根付きにくい環境なのかもしれない。
筆者らは兵庫県の支援を得て，脳神経内科の専門医が不

在の遠隔地の県内基幹病院と安全なネットワークで接続
し，パーキンソン病など専門診療が行き届いていない分野
の医療を提供することと，現場にいる若手医師の教育を同
時に実行できるウェアラブルカメラを用いた仕組みを開発
し，専門医養成支援，地域医療の質の均てん化をはかる取
り組みを行った 2)。本取り組みを通して見えてきたもの
は，我が国における医療情報共有を取り巻く，行政，企業，
医療機関それぞれが持つ意識と，患者と国民がもつ情報管
理意識とのギャップである。日本人は匿名性を好み，実名
登録の Facebook よりも匿名の Twitter が普及している。
そして個人情報の漏洩事件には敏感に反応する。にもかか
わらず患者さんに情報共有の同意を頂くべく説明すると，
ほぼ間違いなく拒否されることはなかった。すなわち自ら
が疾患で苦しみ医療者が悪用しないことが明白な場合，自
らの情報を他者と共有することに抵抗が少ない可能性があ
る。しかしながら医療情報管理を行うステークホルダー
は，健常時の日本人の糾弾傾向を想定して，極めて厳格な
情報管理を行い，その歴史的経緯から，それぞれの責任分
界点を最小化するべく規制を緩めてこなかったのではなか
ろうか。医療における ICT の利活用・デジタル化への対
応を推奨するとして，2022 年度の診療報酬改定で時限措
置であった情報通信機器を用いた診療（オンライン診療）
は恒久的な医療として承認された。医師会等の一部団体が
前向きではなかったオンライン初診料も算定可能（251
点）になった。さらに再診料，医学管理料の算定も可能に
なった。この時点で，厚生労働省の定める「オンライン診
療の適切な実施に関する指針」を遵守すること，対面診療
を適切に組み合わせて行うこと，などいくつかの制限はあ
るものの，土台としては十分な素地が整った。医療情報共
有の DX 化はコロナ禍に背中を押されてようやく一歩踏み
だしたところといえよう。

ただ国民の意識改革は一朝一夕にはなしえない。zoom
をはじめとした急速に広まった WEB 会議システムはいず
れもインターネットを経由し，場合によっては国外のデー
タセンターを情報が経由する場合もあり，診療風景やデー
タをやりとりするには多くの人が抵抗を感じている。た
だ，実際院内では ICU（集中治療室）の red zone 内部と
勤務コーナーなどの green zone をカメラ，マイクでつな
いだり，隔離中の患者と看護師がビデオ通話でコミュニ
ケーションしたりする機会は非常に多かった。それぞれの
医療現場が注意を払って運用していたものと思われる。病
院業務は様々な部門の新旧のシステムが入り組んで日々の
診療が回っており停止しがたく抜本的なシステム改変は困
難である。また臨床現場の医療者の目的は利潤追求でなく
病態の改善・患者の健康であるため，経営を担う管理部門
との意思統一も難しい。そのため DX（業務の流れの整理，
課題の洗い出し，合理化，見直し，デジタル化）が患者の
利益に安直につながる事案でない限り，全体としてはなか
なか進まない。DX が進まないという問題意識を職員が共

有し，変革すれば最終的に患者の利益につながると認識す
ることがコロナ禍を通過した後の大学病院に求められてい
る。

2． コロナ禍の大学院医学研究科での研究におけ
るDX

緊急事態宣言発令中は研究室への入室が制限され，原則
「コロナに関わる研究以外は一時中止」となっていた。医
学研究の一部は既に in silico で行われていたが，多くの
生命科学研究はラボに出向かないとデータがとれない。そ
のため研究室入室禁止などの大学のレギュレーションにお
ける慎重すぎる対応に疑問の声も多く上がっていた。緊急
事態宣言解除後は「感染拡大の予防と研究活動の両立に向
けたガイドライン」（令和 2 年 5 月 14 日文部科学省）3) に
基づき，オンラインを十分活用した形での研究活動が再開
された。ヒトを対象とした臨床研究以外は一定程度の成果
が得られており，各種学会活動もオンライン開催やハイブ
リッド開催など新たな開催形態で行われた。臨床系の学会
発表でも音声吹き込み済み動画提出の発表形態に置き換
わった時期は，会の進行が時間通りに行われることになっ
たり，様々な会場の発表をオンデマンドで閲覧できたりす
るなど思わぬ利点も得られた。

国 際 会 議 協 会（International Congress and 
Convention Association: ICCA）の調査によると 2020
年（令和 2 年）に開催が予定されていた国際会議の件数
は世界全体で 8,409 件であり，このうち影響なし（実地
開催）は 9％，オンラインは 30％，ハイブリッドは 2％，
延期は 44％，開催地変更は 1％，中止は 14％であった。
つまりパンデミック初年度は延期または中止が 6 割弱で
あった。これが翌令和 3 年になるとハイブリッドが 2％か
ら 13％に増え，オンラインも 30％から 47％と増加した。
我が国においても令和 2 年の時点で影響なしは 10％，オ
ンラインは 31％，ハイブリッドは 4％，延期は 41％，開
催地変更は 2％，中止は 13％，令和 3 年になるとオンラ
インは 51％，ハイブリッドは 17％増加し，世界の動向と
ほぼ同じであった 4)。国際会議においては研究者同士の物
理距離を縮めるオンライン会議は相性が良く，研究のモチ
ベーションの一つである研究結果の共有と，ネットワーキ
ングは盛んに行われていたようである。複数の研究機関・
分野の研究者への調査である「科学技術の状況に係る総合
的意識調査（NISTEP 定点調査 2021）報告書」によると，

「研究交流や教育等におけるリモート化」における質問項
目では，いずれの分野でも「十分に進んでいる」と評価さ
れていた。「新型コロナウイルス感染症の拡大がリモート
化の契機になった」「リモートで世界中の研究者と共同研
究を進めるには時差の問題などもあり，研究者が柔軟な働
き方をできる仕組みづくりの重要性が増す」などの自由記
述回答からもわかるように，これまでの研究環境の見直し
に関する気づきも得られたようであった。一方で「ICT 技
術に基づく研究方法の変革」は，特に論文数シェアが小さ
い大学において相対的に遅れていること，国立研究開発法
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人または大学共同利用機関等において相対的に進んでいる
こと，保健分野では臨床分野より臨床以外の分野の方が遅
れていることが明らかにされた 5)。研究成果については
2021 年の研究プロジェクトから生み出された投稿中論文
数 の 分 布 を 全 分 野 で 見 る と，0 件 が 70.7 ％，1 件 が
17.7％，2 件が 7.5％，3 件以上が 4.1％となっている 6)。
これは 2020 年度の調査（パンデミック前の活動）でも 0
件が 69.6％，1～4 件が 28.1％，5 件以上が 2.3％とほぼ
2021 年と同じ値となっていた 7)。コロナ禍にもかかわら
ず研究成果の大きな減少が確認されなかった理由の一つと
して，研究現場のデジタル化が進んだことが挙げられるか
というと，実感としては全く感じない。むしろミーティン
グや研究者間の対話の機会損失による研究進捗促進因子の
減少に加え，研究支援部門の事務職員の在宅勤務や，同時
に発生した世界的な半導体不足による研究関連機器の納期
延長，物流障害による試薬の不足など，多くの研究阻害要
因があったにもかかわらず，報告書作成期限の延長や，予
算執行期限の緩和などの特例措置がすくなからず研究の自
由度を維持しただけである。医学的な社会問題のさなか
で，生命科学研究者達自身が使命感をもって活動を維持し
たことが影響したのだと考えたいが，データとして評価す
ることは難しい。パンデミックが落ち着いてきた現在，研
究支援部門では大きく DX が進展せず，多少良い影響が
残っているのは少し前に政治的に判断された「押印省略」
程度ではないかと個人としては感じている。

3． コロナ禍の医学部医学科での教育における
DX

3.1　オンライン授業について
2020 年 2 月に感染拡大がおこると医学生は登校停止に

なり対面講義が不可能となった。大学全体としては早々と
2020 年度前期の授業停止を決定したが，医学部では学事
暦が余裕なく詰まっており，延期や中止は許容しがたい状
況であったため，本来の学事暦通りに授業を行う方針と
なった。臨床系教育専門委員会委員長を拝命していた筆者
はもともと WEB 会議アプリの使用経験があったため，
zoom および webex を用いたオンライン授業システムを
構築し担当教員らに使用方法を周知した。さらにオンライ
ン授業に必要な LMS（learning management system）
も医学部医学科では使用されていなかったため，短期間で
各教員に FD を行い，2020 年 4 月 6 日から予定通りのス
ケジュールで各学年の講義を開始した。当時はノウハウが
少なく多くの教員の戸惑いがみられたが，医学生に関して
は事前の接続テストで通信状況を確認し，講義参加マニュ
アルの通知ができていたためスムーズな導入ができた。4
月 20 日時点（開始後二週間）での医学部学生 420 名への
アンケート結果によると，講義時間，授業内容，LMS の使
用，zoom の使用などについて，それぞれ 97％，92％，
96％，92％の医学生が問題なく良好であったと回答してい
る。一方で，ネット接続環境に関しては「全く問題なし」
が 64.5％，「すこし問題あり」が 25％，「問題あったがな

んとかなった」が 10.5％と，個人によって差がみられた。

3.2　オンライン臨床実習について
高学年におけるベッドサイドでの臨床実習は，家族も含

めて面会禁止の院内に学生が立ち入ることができないた
め，オンラインで行う必要があった。これまでの対面臨床
実習では，それぞれの学生は入院中の患者に同意を得て問
診や診察をさせてもらい，その結果を指導医に報告し指導
を受けたり，担当患者の手術や処置に立ち会いその所見を
記録したりすることで各分野を学修していた。院内に立ち
入れず，患者にも会えないとなるとできることは限られて
おり，過去の手術動画を WEB 会議アプリで見せて解説を
加えることや，過去の症例をまとめたテキストを zoom
で小人数の学生と共有し，教員とディスカッションするな
どで代用を試みたが，現場で伝える知識・技術のほとんど
は伝えきれず限界を感じていた。患者の顔貌や容姿，検査
データ，病巣や手術痕など病院で扱われるほとんどの情報
が個人情報であるため，容易にインターネットを介して
WEB 会議アプリで共有することに抵抗があり，コロナ禍
で無償提供された学修資材（身体診察手技の解説動画な
ど）に頼ることが多かった。
3.2.1　 KUMEX（Kobe University School of Medicine 

Web Conference, Lecture System）による遠
隔回診

筆者の所属する脳神経内科学分野は，脳に起こる疾患を
最先端の検査装置を駆使して解明することを専門とする一
方で，詳細な診察所見（神経学的所見）から神経系統のど
こに障害があるかを見極めるという，伝統的な手法が重要
視されている。この神経学的所見を学ぶために，教授の回
診に同伴して見学することが臨床実習の要となっていた
が，学生の院内立ち入り禁止によりかなわなくなった。当
院ではオンプレミス環境で運用できる院内専用 WEB 会議
システム KUMEX が開発され，インターネットを介さな
い WEB 会議が容易に可能になった。あらかじめ同意を得
た患者さんの教授回診時に iPad で撮影したリアルタイム
映像を KUMEX 会議に流し，学内の別室にいる学生に視
聴させる「遠隔回診」を開始した（図 1）。院内には立ち
入れないが医学部校内には登校して良い期間などにこのシ
ステムを使ったところ比較的好評で，アンケートでは
93.7％から「良かった」「非常に良かった」との回答が得

図 1　院内限定 WEB 会議アプリを用いた「遠隔教授回診」
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られた 8)。当初想定していなかった「所見が間近で見られ
た」「教員の解説が聞けた」などの教育効果があり，コロ
ナ禍が落ち着いた現在もこの手法は継続して，新たな教育
方法としての有用性を検証している。

3.3　Plus DX について
文部科学省は 2020 年度第 3 次補正予算において，新た

な DX 施策として「デジタルを活用した大学・高専教育高
度化プラン（Plus-DX）」を打ち出した。これは「2040
年に向けた高等教育のグランドデザイン」における「学修
者本位の教育への転換」と「学びの質保証の再構築」の一
部を具現化するための方策の一つで，コロナ禍で後押しさ
れたデジタル化をさらに推進するものであった 9)。本学は

「デジタル化ブレンド型教育による課題設定・解決型人材
育成」が採択され，本支援をきっかけに本学の DX は加速
し，質の高い授業や実習・実験を安全に実現するための教
育環境・教育システムの構築を通して，課題解決型人材育
成の試みがはじまりつつある。以下でそのうちにいくつか
の取り組みについて紹介する。
3.3.1　ハイブリッド講義室

コロナ禍のようなトラブルへの備えと新たな教育環境の
構築を目指して，対面・同期オンライン・非同期オンライ
ンを選択可能なハイフレックス型授業のためのハイブリッ
ド講義室を構築した。県内に点在する学内キャンパスを双
方向低遅延で接続するためのネットワークインフラ強化，
ハウリングしない音響システムの講義室への導入，デジタ
ルホワイトボードの導入などハード面での整備を行った。
講堂内の対面受講生とオンライン上の学生が自然に対話可
能な環境を実現すると共に，講義のアーカイブ化が可能に
なった。受講の選択肢を広げることで知識導入の効率化を
目指し，その結果生じた人的・時間的余裕を，考える力を
鍛える実習や課題解決型授業に費やすことができる。
3.3.2　オンライン臨床実習教材の開発

現場からは臨床実習を代替可能なデジタル教材が渇望さ
れており，問題解決のために医学研究科，工学研究科，シ
ステム情報学研究科，数理・データサイエンスセンターか
らの教員有志が集まり「神戸大学教育 DX ワーキンググ
ループ」が組織された。複数回のディスカッションから，
ニーズの吸い上げ，実現可能性の検証や外部事業者との協
働を考慮して，実用的な教材や未来指向型の教材を含め，
遠隔であっても実習などの質を担保するデジタルを活用し
た新たな教育手法を開発した。その概要を以下に示す。
1.	 インプット講義コンテンツデジタル化　＜26 診療科

の講義を同一フォーマット，英語併用でオンデマンド
教材として再デザイン＞

2.	 アウトプット講義のデジタル化　＜遠隔フィールド
ワ ー ク 360 °コ ン テ ン ツ を HMD（head mount 
display）で体験＞

3.	 臨床実習用健康管理スマートアプリ開発　＜健康管理
表アプリ開発を工学部院生が現場ニーズをくみ取り作
成。デジタル化人材育成＞

4.	 VR（virtual reality）空間で行うヴァーチャル看護体
験実習教材開発　＜アナフィラキーショックに対応す
る VR 参加型看護教育コンテンツの作成＞

5.	 VR 体験型院内バーチャルツアーコンテンツ開発　 
＜コロナ感染症現場風景の設問付き VR 動画体験＞

6.	 アバタープラットフォーム上でのディスカッション授
業　＜ HMD を装着してのメタバース内での小グルー
プディスカッション＞

7.	 アバターコミュニケーション研究　＜メタバース内で
のディスカッションと zoom 内でのディスカッショ
ンにおける相違点についての研究＞

8.	 リアルタイムモザイク機能により個人情報に配慮した
外来診察中継アプリの開発　＜顔認証随時マスキング
処理により個人情報に配慮した外来診療風景の遠隔教
室への配信アプリ＞

9.	 AI を 用 い た 仮 想 模 擬 患 者（virtual simulated 
patient）の開発　＜医療面接の実技試験で必要とさ
れる模擬患者を AI 対話システムでデジタル化＞

10.	 触覚ディスプレイを用いた VR 中心静脈穿刺実習アプ
リケーション開発　＜VR 空間で 3D モデル人体を相
手にエコーガイド下で触覚再現による穿刺訓練が行え
るアプリの開発＞

11.	 リアルシミュレーターと AR デバイスを融合した気管
挿管トレーニングシステムの開発　＜パススルー表示
可能な HMD を用いたマネキンに 3D 人体をオーバー
レイした気管挿管モデル＞

令和 4 年 3 月 14 日に「神戸大学 DX シンポジウム」と
して事業報告を行い，225 名の参加者の 91％から「満足」
あるいは「とても満足」との評価を得た。また，上記プロ
ジェクトのうち「自機関へ導入を希望/検討したい案件」
との回答が 10 件を超えたものが 6 プロジェクトあった 

（最多は 25 件）。上記 8 および 10 については，令和 4 年
8 月 19 日に開催された文部科学省「大学教育のデジタラ
イゼーション・イニシアチブ（Scheem-D）：高等教育
DX シンポジウム」で概要を発表した。一部の具体例を提
示する。
（1） リアルタイムモザイク機能により個人情報に配慮

した外来診療中継アプリの開発
医学生が外来診療を診察室内で見学し，患者と医師のや

りとりを見る（陪診）ことで診療の仕方を学ぶ過程は重要
であるが，感染症蔓延下で医学生の院内立ち入りが制限さ
れてしまった。診療風景を遠隔配信すれば院内に立ち入ら
ずとも陪診が可能になるが，プライバシーの面から患者は
自らの顔が配信されることに抵抗がある。診察室内の同意
を得た患者の顔をリアルタイムにモザイク処理などでマス
キングして，院内に設置したオンプレミスサーバーから，
遠隔教室に配信するアプリケーションを開発して，担当の
教員がセッションを管理し，現在行われている診察に関し
てチャットで解説を加える実習を実施した。これは令和 4
年度に学生がコロナ感染濃厚接触者になり，外来見学の機
会が失われた際に活躍した。臨床実習における外来実習の
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機会は極めて少なく，また国家試験合格後の研修医も外来
を担当するようになるまでの卒後教育の機会も整備されて
いない現時点で，重要なツールとなり得ると考えられ
る 10)。
（2） 触覚ディスプレイを用いたVR 中心静脈穿刺実習

アプリの開発
中心静脈穿刺という診療手技は侵襲的で，実施できる機

会も少なく指導可能な教官も多くないため，研修医になっ
てから体験することもまれではない。また訓練可能なシ
ミュレーターも不足している。そこで，VR 空間で 3D モ
デル人体を相手にエコーガイド下で穿刺訓練が行え，触覚
ディスプレイを用いて穿刺針の触覚を再現した，リアリ
ティのある実習シミュレーターを開発した 11)12)（図 2）。
これまで各医学部の実習室に設置されているマネキン型シ
ミュレーターを用いて行っていた実習が，これを用いるこ
とで場所を限定せず，繰り返しトレーニングすることがで
きるようになる。VR 実習教材にありがちな，触覚の欠如
による空を切る違和感を克服した点が特徴的で，これから
の医学教育用シミュレーターには視覚聴覚だけでなく触覚
を再現することが，ヒトを使った実習の前段階に用いるも
のとして普及する鍵となるであろう。

図 2　触覚ディスプレイを用いた VR 中心静脈穿刺実習アプリ

（3） メタバース会議室を用いたsmall group discussion
VR を用いた教育は，その没入感から従来の教育手法と

比較して，様々な領域で有効であるとされているが，実際
にはその活用事例毎の有効性が定まっていない。医学分野
における VR 教育は，臨床現場を撮影・コンテンツ化し，
HMD を通して VR 空間に展開した手術室や救急現場を学
生に提供する方法が一般的だが，コンテンツ作成にかかる
コストと対象となる患者の個人情報保護の観点から，教材
としてかなり作り込む必要があり，現在行われている教育
との差は必ずしも大きくないと考えられた。また，3D モ

デルを使った解剖学実習などは多くの教材が既に市場にあ
り，活用が進んでいた 13)。現在の技術的到達点で最も現
場のニーズと合致した VR の教育への新しい活用方法を考
えたとき，蜜を回避しなくてはいけない状況でのメタバー
ス内コミュニケーションが最も適切と考えられた。

筆者が所属する診療科では臨床実習として以前から「筋
電図実習」を行っており，コロナ禍がやや落ち着いたとき
に部分的に再開したものの，学生同士や教員との接触時間
を短くする必要があり，じっくり時間をとって対面で実習
をすることが難しかった。また，それまでの方法が必ずし
も学習効果が高いとはいえず，改善点を模索していた。そ
こで，実習体験が自己学習する意欲を高める動機となるこ
とを期待して，Meta 社の Horizon Workrooms という
アプリケーションを利用して small group discussion を
することを企画した。学生それぞれに Meta Quest2 とい
う HMD を貸与して，メタバース会議室に集まってもら
うことにした。Horizon Workrooms は Meta 社が提供
している無料のアプリケーションで，登録すれば VR で
16 人まで誰でも一堂に会して臨場感のある spatial audio
を用いた音声と使用者の手振りや口ぶりをトラッキングし
たアバターでコミュニケーションできるツールである。現
在は Meta Horizon Workrooms となってより機能が増
えている 14)。学生の中に能動的な意欲が高まるよう，ま
ず何の説明も事前学習もないまま短時間の実習を行い，何
をやっているのか？という疑問がふくらんだまま，帰宅後
オンデマンド動画コンテンツを視聴させた。この動画内で
は筋電図検査の仕組みや臨床的な適応等が解説されてお
り，各自に湧き上がった疑問を回収できる仕掛けになって
いる。その後，決められた時間にメタバース内に設定した
部屋に集まり，教員が提示した模擬症例についてディス
カッションをする（図 3）。はじめて HMD をかぶった学
生達はメタバース空間に興奮するもののすぐに冷静にな
り，あたかも同じ教室内にいるような形で活発なコミュニ
ケーションが行われた 15)。VR 空間で良い容姿のアバター
を用いたことによる意識・行動変容はプロテウス効果と言
われており，一度自分のアバターを確認した後で会議に参
加することで積極性が得られたのかもしれない 16)。また
遠隔コミュニケーションは心理的安全性を確保するとされ
ており，2D ビデオチャットよりもアバターを用いたメタ
バース内ディスカッションの方がその差が明瞭となった可
能性もある 17)。満足度を評価すると，zoom を用いた
WEB 会議と比較して 62％の学生がメタバースの方が良い
と答えていた。一方で対面と比べると同等かそれ以上と答
えた学生は 57％に留まった。これは，ゴーグルを装着す
ると視覚および聴覚を束縛するため，議論中の WEB 検索
など，外部知識の利用を前提とした現行の形式で議論が行
えないことと，メモなどがしにくいといった，HMD にお
けるユーザー体験の現時点で課題が影響したためと考えら
れた。この問題は，今後より会議に最適化されたデバイス
が開発されると克服可能になると思われる。これら新しい
ICT 技術を用いて限られた時間でより生産性の高い教育体
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験を与えることで，増え続ける医学関連知識の習得が効率
化されることに期待したい。

4．おわりに
コロナ禍を経験して，大学医学部での DX は進んだとも

いえるし道半ばともいえる。ただ，臨床や教育を DX 化す
るために，これまでの診療や教育を見直し改善させるきっ
かけになった。業務の問題点を洗い出し，共有し，効率化
することが DX の本質であるとすれば，生産性向上が命題
である国立大学法人および医学部は最優先で取り組むべき
である。一方，教育・研究の視点でみると「新しいことは
コミュニケーションの中でしか生まれない」ため，メタバー
スの活用は時空間の制約を取り払うインターネット出現時
と同様のインパクトがある。遠隔コミュニケーションは常
態化するとむしろ対面接触の価値を高騰させることになる
ため，直接対話の重要性が大学医学部の責務である診療や
研究に関わる人材育成のカギであると気づかせてくれるに
違いない。

図 3　メタバース会議室を用いた small group discussion 風景
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telehealth system were exposed in Japan, however, legislation has been developed finally. The DX in 
research environment, except for online conferences, has not progressed. In medical education, public 
support (Plus DX) led to the development of new educational methods such as hybrid lecture rooms and 
the use of VR and the metaverse. In the future, medical education needs to promote DX, streamline the 
acquisition of ever-increasing medical-related knowledge, and re-recognize and practice the value of 
clinical education based on direct dialogue.
Keywords: Telehealth / Plus DX / hybrid lecture room / remote professor’s round / metaverse discussion
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